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概要 

少子高齢化の続く我が国においては知識伝播と技

能伝承の刷新が不可欠である。本研究では外務省に

おいて生じているそうした問題状況への対処を図る

べく、大規模言語モデル（LLM）と検索拡張生成シス

テム（RAG）を用いた業務支援システムを提案する。

具体的には日米外交を念頭に、データセットとして

党派色の無い米連邦議会調査局（CRS）によるアジア

関連レポートの英文テキストを用いてコーパスを作

成し、その調書を日英文で作成、両者の比較を通じ

ての改善案作成を行った。その際、日英文で同一内

容の質問を行う中、模範となるべき英文での回答の

生成に際し生じる深刻な「幻覚」により、実装に際

しての負担増が生じ、課題となることが判明した。 

1はじめに 

我が国においては少子高齢化が加速度的に進みつ

つあり、官民を問わず組織の将来を担うべき若い世

代の構成員に対して、如何に効率的な形で知識伝播

と技能伝承を行うべきなのかが重大かつ喫緊な課題

であり続けている。そうした中で中央省庁もその例

外ではなく、「グローバル化」「デジタル化」「金

融資本主義化」といった時代の趨勢に伴う行政需要

の増大と複雑化によって、そこでの問題状況は深刻

化の一途を辿りつつある。とりわけ我が国とグロー

バル社会の接点にあって外交をつかさどる外務省に

おいてはこの傾向が顕著であり、問題の解決のため、

外務省自身が人工知能の実装も含め、改善を検討し

てきた経緯がある[1]。 

状況をさらに複雑にしている要因の一つとしてこ

こで指摘しなければならないのが、米国における第

二次トランプ政権の成立である。これまで我が国の

外交は「日米同盟」を基軸として展開されてきたが、

友好国に対しても応分の負担を求めるドナルド・ト

ランプが大統領職に返り咲いたことで、こうした戦

後の日本外交における大前提が崩れつつある。時に

偏った発言を行うことで相手国に揺さぶりをかける

手法をとる同大統領の下にあって、米国が果たして

如何なる針路を辿っていくのかを探るためには、中

立的な立場から米国として取り得る政策オプション

を示す公的文書の分析が益々重要になっている。 

以上の問題意識に基づき本研究は我が国の対米外

交における実務支援システムを提案する。具体的に

は政策の企画立案に際し、我が国外務省で行われる

典型的な業務である調書作成の支援システムを構築

する。その際、（1）まずは外交実務支援における人

工知能の活用に関する先行研究について述べた上で、

（2）本件支援システムにおいて採用する手法として

大規模言語モデルに検索拡張生成システムを付加し

て用いることを明らかにし、同時にデータセットと

しては米連邦議会調査局（US Congressional Research 

Service）が同議員らのために作成しているレポート

のテキストデータを利用することを述べた後、（3）

「日米外交」とその周辺について検索を行い、調書

作成の骨子作成を行う実験を実施し、これに対する

考察と、とりわけ外交の現場におけるミドルマネジ

ャーの負担軽減という観点から評価を行いつつ、今

後に向けた課題を述べることとしたい。 

2 関連研究 

人工知能と外交に関する研究の前駆的段階という

べき研究として「デジタル外交（digital diplomacy）」

に関する研究がある。この分野における研究の典型

例としては[2][3][4]があるが、そこでの関心は主にパ

ブリック・ディプロマシー（public diplomacy）にお

けるデジタル手段の利活用にあり、本研究が対象と

している外交実務の効率的な実施とそこにおける知

識伝播と技能伝承には向けられていない。 

また、外交実務における人工知能の活用をそもそ

も社会課題として認識するかどうかは、研究の行わ

れる当該国の経済発展度に伴う人口動態とも深く関
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係していると考えられる。例えば[5]は生成 AI を中

心とした人工知能の外交における活用について包括

的な研究を行うものであるが、外交実務経験を持つ

者を含めた執筆者はいずれも開発途上国の出身であ

ることから、こうした問題意識に言及することはな

く、外交実務における「ルーティンタスクの自動化

（automating routine tasks）」について言及するに止

まっている。 

他方、我が国と同じく少子高齢化の波が押し寄せ

ている先進国における研究においても、外交実務に

おける業務支援システムにつき、そこで利用するア

ルゴリズムを含め、詳細に論じるものは存在しない。

[6]はドイツ外務省における大使経験者を共著者に

含む研究であり、外交交渉における人工知能の活用

可能性について論じるものである。しかし、具体的

にどの様なアルゴリズムを用いた支援システムを構

築すべきかについては言及することがなく、あくま

でも外交における人工知能の活用可能性について触

れるに止まっている。 

我が国国内における研究状況を鑑みても、本研究

の問題意識である「少子高齢化の中における外交実

務の効率的な執行、並びに知識伝播と技能伝承のた

めの人工知能を活用した業務支援システムの提案」

に関する先行研究は存在しない。 

3 採用する手法 

本研究が提案する外交実務支援システムは具体的

にいうと、我が国の対米外交における調書作成を念

頭に置いたものである。調書とは特定のテーマにつ

いて収集した情報についてとりまとめ、政策決定の

際の参考資料として付する文書を指す。そこで対象

となる情報が収録されている媒体の形態は様々であ

るが、ここでは次章で詳述するとおり、米国の中央

政界において広く利用されている文書上のテキスト

データを用いる。そこでいう文書は時宜に応じて多

種多様であることから、都度コストをかけて大規模

言語モデルをファインチューニングすることは迅速

性を旨とする外交実務上、現実的では無い。したが

って大規模言語モデルに対し、検索拡張生成システ

ム[7]を実装して用いることで本件支援システムを

構築することとする。 

また本件支援システムは当該業務を効率的に行う

と共に、これを使用することが想定される知見・経

験共に乏しい末端担当職員が作成する調書の骨子原

案に対してチェックをする中間管理職にかかるコス

トも有意に削減するものでなければならない。その

ため日本語で作成される骨子原案に対して、それと

は別の模範例（英文）も作成し、後者をベースに前

者を数値の段階で明示的に評価した上で、改善案を

提示するところまで出来ることがこのシステムには

求められる。図 1 は以上を踏まえた本件業務支援シ

ステムのワークフローを示したものである。 

 

図 1 我が国の対米外交調書作成支援システム 

  のワークフロー 

具体的にはまず google colaboratory 上で Python 

3.9.13 を用いて環境構築を行い、LangChain を利用し

た。その上で次章にて詳述するコーパスを

SpacyTextSplitter に よ り chunk_size は 2000 、

chunk_overlap は 200 に指定しつつ、分割する。次に

API 連携により Open AI の text-embedding-ada-002 を

用いてベクトル化した。その際、tiktoken も用いた。

ベクトル化したデータは Chroma を用いてデータベ

ースに格納し、質問に対してデータベースから類似

度の高い文章を検索出来るようにした。さらに

ChatOpenAI, PromptTemplate 及び HumanMessage を

インポートし、質問とそれに対する上述の検索結果

を組み合わせる形でプロンプトを作成した。大規模

言語モデルについては[8]が指摘するように、公開情

報上、我が国政府当局への接触の深さを念頭に置き

つつ、Open AI の提供する GPT-4o を利用することと

し、上述のプロンプトによりこれを呼び出す形とし

た。 

次に、まずは簡単な英文で質問を行い、同じく英

文で生成文 1 を作成させる。次に同じ内容の質問を

日本語で行い、日本語で生成文 2 を作成させた。そ

の上で Open AI 上のセッションを改め、（1）生成文

1 を日本語へ翻訳したものをベースとしながら生成

文 2 を 10 段階評価させ、問題点を指摘させながら、

（2）生成文 2 に対する改善案を明示的に提示する

様に指示を行った。（3）これによって最終的な調書

案である生成文 3 が出力される。 
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4 データセット 

 本研究が提案する外交実務支援システムは対米外

交における調書作成を対象としたものである。米国

における政治・外交は民主・共和二大政党の党派色

が色濃く反映されている。そうした中で党派色の強

い政策はメディアを通じて喧伝されがちだが、その

結果、背後において実質的な問題の核心をややもす

れば隠蔽してしまう危険性がある。したがって我が

国の外交政策の立案に際してはそうした党派色を超

えて米国が何を利益としているのかを客観的につき

とめる必要があり、その意味で超党派（bipartisan）

の立場から当該イシューについて米国の見解を述べ

たテキストをここでは用いるのが妥当と判断した。 

 具体的には米連邦議会調査局が所属議員とそのス

タッフのために刊行している、時宜に応じたイシュ

ー毎の報告書のテキストデータを利用する。その際、

今回は便宜的に、同報告書を見やすい形でリストア

ップした米国科学者連盟（Federation of American 

Scientists）の公式 HP[9]に掲載されているデータ中、

外交政策・地域情勢（Foreign Policy and Regional 

Affairs）内の我が国を含むアジア（Asia）の項目に

アップされている報告書データ（全 263 本。記載型

式は一様ではない。）をまずは PDF にてダウンロー

ドした。そしてこれを Word ファイル経由でテキス

トファイルへ転換、全結合し、コーパスとした。 

5 評価手法  

外交実務上、調書作成に際しては末端担当職員が原

案を起案し、これを上長が決裁を行う。そのため本

件業務支援システムの生成文に対する評価も、

（1）調書の骨子原案としての品質に対する評価

と、（2）原案に対する決裁に際し上長にかかる負

担がどれだけ軽減したのかについての評価の 2 つが

ある点に留意する必要がある。この内、前者につい

ては英文で作成した生成文 1（図 1②）をもって和

文の生成文 2（同④）を本件システム自体に 10 段

階で自動性能評価させ、かつその理由を明記させ

た。その上でそこでの評価結果と改善案として創ら

れる生成文 3 を合わせて人手による評価（human 

evaluation）を行った。その際、筆者は外交実務

上、決裁権者であった経験を持つことから、現場目

線を踏まえつつ、この任にあたった[10]。 

6 実験計画と結果 

本研究で提案する外交実務支援システムが実際に

用いられる状況として、まずはより知見・経験に長

けた上長がデータセット中、該当する報告書を質問

に応じつつ英語原文で適切にピックアップし、それ

を英文に要約、次に下僚である末端担当職員が別

途、同じ質問に対し報告書をピックアップし、日本

語で要約したものを、前者の要約（英文）をベース

に評価・改善するというワークフローを想定した。

具体的には次のとおりプロンプトを入力した。 

・英語で「回答者は日本国外務省の北米担当である

こと」「その責務はアップロードされたデータベー

スの中から日米同盟及びその重要性、並びに日本の

経済政策に関する米連邦議会調査局作成の報告書を

要約することである」「的確に要約は作成し、参照

した報告書のタイトル等を記すこと」「アップロー

ドした 2021 年までの報告書だけを参照すること」

と指示した（図 1①）。これに対して英語で回答を

得た（同②。「生成文 1」。）。 

・次に日本語で全く同様のプロンプトを入力し（図

2③）、これに対して回答（生成文）を得た（同

④。「生成文 2」。）。 

・さらにいったんセッションを改めた上で「あなた

は有能な AI アシスタントである」「生成文 1 をベ

ースに生成文 2 について 10 段階評価を下し、その

理由を明記すること」「生成文 2 を日本語訳するこ

と」「その上で生成文 2 を生成文 1 に基づきつつ改

善すること」とのプロンプトを入力（同⑤）。最終

的に回答を得た（同⑥。「生成文 3」）。 

 

 
図 2 生成文 1 
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図 3 生成文 2 

 

 

図 4 生成文 3 

7 考察 

 図 2～4 を一見する限り、本件支援システムのワ

ークフローは円滑に機能しているかの様に見える。

しかし精査の結果、生成文 1 で列挙されている 4 つ

の「報告書」は今回利用したコーパスを収容したデ

ータベースに一切含まれていないことが判明した。

さらに米連邦議会調査局の公式 HP[11]で検索して

も、生成文 1 に明記されている 4 つのタイトルで公

表された「報告書」は実在しないことを確認出来

た。すなわち生成文 1 は完全なる「幻覚

（hallucination）」であったことになる。これに対

して生成文 2 で取り上げられている 2 つの「報告

書」は上記データベースに含まれているものであ

る。しかし我が国に関する「報告書」は今回 19 本

含まれている中、2 本のみを抽出している点が課題

として残された。さらに生成文 3 について見ると、

生成文 2 についての 10 段階評価を行い、その理由

について述べている部分は有効に機能していた。た

だし 10 段階評価の基準に関する詳細については説

明が付されていなかった。それ以上に改善案の提示

に際し、生成文 2 に盛り込まれている要素を完全に

抹消した上で、「幻覚」に過ぎない生成文 1 の日本

語訳をベースに再編集したものを提示していた点が

特筆に値する（ただし、その際の項目立てについて

は質問文に即した形で的確に記していた）。 

 以上を踏まえて人手による評価を行うならば、ま

ず末端担当職員の観点から効率的な作業を本件支援

システムで行えるのかが基準となる。これについて

は日本語での質問に対する生成文が内容的に乏し

く、また英語で同趣旨の質問をすると「幻覚」が生

じてしまう点で効率性の向上に資するとは考えにく

い。次に末端担当職員の作成する調書の骨子原案を

精査する管理職の立場からすれば、10 段階評価の

実施やそれに対する理由付け、また生成文 1 をベー

スとした改善案提示はある意味、コスト削減につな

がると考える。しかし生成文 1 がそもそも「幻覚」

であり、かつ改善案ついては真正な「報告書」をス

キップし、「幻覚」のみに依拠して作成しているこ

とから、最終的にはむしろコスト増をもたらしてい

る。以上の現象は複数回にわたり試行を繰り返して

も結果は同じであった。 

8 総括と今後の課題 

 同一の英文コーパスに対して日英で同義の質問を

行うのに対して、（1）和文については検索拡張生

成システムで類似度の高い文章が引き出されるのに

対し、英文では「幻覚」で回答が生成されるのみな

らず、（2）後者で前者を評価・改善せよとの指示

を出すとあくまでも後者についての最終的な改善案

が生成されるという本研究の結果は、提案する外交

実務支援システムが実装された場合、外交上、深刻

な影響があり得ることを示唆している。外務省に限

らず、我が国政府機関で利用すべき大規模言語モデ

ルの採用に際してはこのことを踏まえ、（政策立案

に対する外部からの操作可能性の観点からも）慎重

な考慮が必要であることが確認出来た。図 1 で示す

支援システムのワークフローについて、（1）デー

タセットの前処理を metadata などの利用により更

に精緻に行うことで類似文の抽出をより広範囲に行

う、（2）生成文を外交実務上の調書として用いる

ためにはより長文を生成させる必要がある、といっ

た今後に向けた技術的な課題はあるものの、前述の

論点はより根本的なものであり、実装にあたっては

第一に注視が必要と考える。 
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